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      現場説明書の一部改正について（通知）

   このことについて、下記のとおり改正し平成13年７月９日以降に起工決裁する工事から適用することとし
たので通知します。

記

１　下請報告については、昭和57年４月７日発管第94号により発注者への報告を通知しているところであ
　るが、年月が経過していることなどから適正に行われていないため、再度徹底のため、一般的事項２（３）
　に追加する。

２　建設副産物については、コンクリート塊、アスファルト塊の再資源化等の事項が記述されているものの、
　木くずについて明記されていない。建設リサイクル法の特定建設資材にも指定されたことから、木くず処
　理に関する事項を追加する。

３　６月１日以降起工決裁により共通仕様書を改訂したところであり、重複する事項について削除する。



　　

　　　　　　　　　　　　　一般的事項１
平成13年７月９日改正

１　仕様書
　この契約において仕様書とは、特に定めのない限り「鳥取県土木工事共通仕様書」をいう。

２　下請関係の合理化について
(１)　この契約に係る工事の的確な施工を確保するため、下請契約を締結しようとする場合は「建設産
業
　　における生産システム合理化指針」の趣旨に則り、優良な専門工事業者の選定、合理的な下請契約
の
　　締結、代金支払等の適正な履行、適正な施工体制の確立、下請における雇用管理等の指導等を行い
本
　　指針の遵守に努めること。
(２)　中小建設業者に対する取引条件の適正化及び資金繰りの安定化等に資するため、元請業者は下請
業
　　者に対して、発注者から受取った前払金の下請業者への支払い、下請代金における現金化率の改
善、
　　手形期間の短縮等、下請代金支払の適正化について配慮すること。
(３)　請負者は、500万円以上の下請契約を締結した場合は、建設工事下請報告書を契約後20日以内に発
　　注者へ提出しなければならない。
(４)　建設業法に基づく適正な施工体制を確保するため、総額3,000万円以上の下請契約を締結して施工
　　する特定建設業者は、施工体制台帳（下請契約台帳、再下請契約届出書、施工体系図）を整備し、
的
　　確に建設工事の施工体制を把握すること。

３　建設資材等について
(１)　工事に使用する資材については適法に生産されたものとする。
(２)　この契約に係る建設資材納入業者との契約に当たっては、当該業者の利益を不当に害しないよう
公
　　正な取引を確保するよう努めること。
(３)　工事に要する資材は、極力県内産資材を使用すること。また、県内で生産されていない資材を使
用
　　する場合には、極力県内取扱業者から購入した資材を使用すること。
(４)　工事の一部を第三者に請け負わせる場合、極力県内業者との契約に努めること。

４　工事の安全確保について
(１)　この契約に係る工事の施工に当たっては、労働安全衛生法、労働安全衛生規則等を遵守し、労働
災
　　害の防止に努め、また工事中の交通事故防止について、特に留意すること。

５　建設機械の使用について
(１)　標準操作方式建設機械を使用するよう努めること。
(２)　施工現場及びその周辺の環境改善を図るため、低騒音型・低振動型の建設機械を使用するよう努
め
　　ること。
(３)　施工現場の快適性を高めるため、排出ガス対策型建設機械を使用するよう努めること。

６　団体加入車の使用促進について
「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」（以下「法」という。）
の
目的に鑑み、法第12条に規定する団体の設立状況を踏まえ、同団体への加入車の使用を促進するよう努
め
ること。

７　ダンプトラック等、運搬機械による過積載の防止について
(１)　積載重量制限を超えて工事用資機材等を積み込まず、また積み込ませないようにすること。
(２)　さし枠装着車、不表示車等による違法運行は行わず、また行わせないようにすること。
(３)　過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から工事用資機材等の引渡しを受ける等、過積載を助長
す
　　ることのないようにすること。
(４)　取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車等による違法運
行
　　を行っている場合は、早急に不正状態を解消する措置を講ずること。
(５)　建設副産物の処理及び工事用資機材等の搬入・搬出等に当たって、下請事業者及び工事用資機材
等
　　納入業者の利益を不当に害することのないようにすること。
(６)　過積載を行っている資材納入業者から資材を購入しないこと。
(７)　以上のことにつき、元請建設業者は下請建設業者を十分指導すること。



現　場　説　明　書　　　              　　　一般的事項２

８　建設業退職金共済制度への加入等
(１)　建設業者は、建設業退職金共済制度（以下「建退共」という。）に加入すると共に、その建退共
の対
　　象となる労働者について証紙を購入し、当該労働者の共済手帳に証紙を貼付すること。
(２)　建設業者が下請契約を締結する際は、下請業者に対してこの制度の趣旨を説明し、原則として証
紙
　　を下請の延労働者数に応じて現物交付することにより、下請業者の建退共加入及び証紙の貼付を促
進
　　すること。なお、現物を交付することができない場合は、掛金相当額を下請代金中に算入すること
と
　　し、契約書等に明記すること。
(３)　請負業者は、工事現場に「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」の標識を掲示すること。

９　建設業法の遵守について
(１)　建設業法（昭和24年法律第100号）に違反する一括下請負その他不適切な形態の下請契約を締結し
　　ないこと。
(２)　建設業法第26条の規定により、請負業者が工事現場ごとに設置しなければならない専任の主任技
術
　　者または専任の監理技術者については、適切な資格、技術力を有する者（工事現場に常駐して専ら
その
　　職務に従事するもので、請負業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を配置するこ
と。
(３)　請負者が工事現場ごとに置かなければならない専任の監理技術者は、１級施工管理技士等の国家
資
　　格者等で監理技術者資格者証の交付を受けている者を配置すること。この場合において、発注者か
ら請
　　求があったときは監理技術者資格者証を提示すること。
(４)　建設業法第40条の規定により、請負業者は建設現場ごとに「建設業の許可票」を提示すること。
(５)　上記のほか、建設業法等に抵触する行為は行わないこと。

10　労働基準法等の遵守
　この契約に係る工事の施工に当たっては、労働基準法等の趣旨に則り法定労働時間週40時間を遵守す
る
　こと。

11　建設業からの暴力団排除の徹底について
　工事の施工に際し、暴力団等からのあらゆる不正な要求に対して断固としてこれを拒否し、また被害
に
対しては、速やかに警察に通報すると共に捜査上必要な協力を行うこと。
　また、監督員とも連絡を密にとり、工程等に被害が生じた場合は協議を行うこと。

12　その他
(１)　工事施工管理資料等については簡略化名称を使用できることとする。ただし、略称については、
発
　　注者と協議の上重複しないよう注意し、また、わかりやすく簡単なものとする。
(２)　この工事の受注者が、近接する区域において工期が重複または継続する工事も受注している場合
は、
　　諸経費を調整したもので変更契約する。
(３)　コンクリート構造物については、「コンクリート構造物ひびわれ抑制対策指針」に基づき施工す
るも
のとする。
(４)　建設副産物のリサイクル、熱帯木材型枠の削減等、環境対策について積極的に取り組むこと。
(５)　労務費については、法定労働時間週40時間を考慮したものとしている。
(６)　施工図等の印紙税の取扱いについては、工事着手前に施工図等の受領に関して発注者と請負者と
の
　　間で「覚書」を締結し、発注者は請負者から提出された施工図等を受領する際には承認印を押さ
ず、
　　施工図等を受け取った旨の受領印を押印して請負者に返却するものとする。
(７)　ほ装単独工事（アスファルト）においては、表層工、基層工及び上層路盤工を自社施工しなけれ
ば
　　ならい。ただし、表層工、基層工及び上層路盤工であっても特殊工法部分についてはこの限りでは
な
　　い。





    　 ※明示する項目を　　　　　部分に記入または追記し、不要部分は削除して使用すること。


